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インフラストラクチャー (インフラ) は国土

利用の手段であり, 現実的な構造物となって出

現するものである｡ 国土利用はインフラによっ

てなされる｡ 本稿ではこのインフラから国土利

用論に切り込んでいくために, インフラ概念を

再考したい

インフラは, 高校の教科書にもでている用語

である｡ 新聞でも使われる用語であるので, 今

更なぜインフラをとりあげるのか疑問だろう｡

つまり, インフラは, 産業を興したり, 生活を

営むために必要不可欠な基盤といった理解がほ

とんどであり, 道路, 水道, 港などの構造物が

イメージとしてすぐに脳裏に浮かぶ｡

インフラの役割が時代とともに変化し, とく

にバブル崩壊後の日本経済では地域内経済循環

をもとにしてインフラの形成の在り方が大きく

変わっていた｡ 大規模なダム開発が中止された

のもこの時期であり, 一般的には環境保護との

関連で述べられていたが, インフラ自体の役割

がかわり, 大規模な開発が不要になったいうこ

ともダム開発中止の背景にはあった｡ このイン

フラに求められる役割が大きく変化する局面に

今回の大震災が発生したのである｡ インフラと

して何が必要なのか, どのインフラが優先され

るべきなのか, 限られた財源のなかでの復興で

はこのような議論が必要となる｡

他方, インフラというものを経済学的に詰め

て考えると, 思考の袋小路にはいってしまう｡

そもそも経済学というのは不思議な学問で, 非

常に具体的な日々の経済活動を分析しているに

もかかわらず, 市場, 価値をはじめとして, 定

義すると現実から乖離してしまう概念からなり

たっている｡ 理系の学生が理解できない点がこ

れであり, 経済学を教えている教員は胡散臭い

とでも思われているようである｡ 胡散臭くても,

社会はこれで動いているんだと学生には力説し

ているが, 通じているかどうか疑わしい｡

このインフラという概念も同様にわれわれが

インフラと考えるものをすべて包められる定義

は難しい｡ それでも, インフラと呼ばれるもの

は存在しており, われわれは何かしらの共通の

属性をイメージして, この用語を使用している

はずである｡ この共通の属性を見いだすことに

よって, 初めてわれわれが必要とするインフラ

について議論ができる｡ つまり, 社会はインフ

ラを必要としているのだという理屈付けをおこ

なうわけである｡

では, 本稿で使用するインフラについて範囲

を限定することから始めよう｡ インフラについ

ては, 物理的な構造物がすでに存在し, それら

を一括してインフラと呼ぶ｡ これを本稿で対象

とするインフラの第一の条件としよう｡ もちろ

ん, 制度や知識などのソフトウェアもインフラ

と呼ぶこともあり, 概念の拡大は混乱に拍車を
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かけている｡ 本稿では, 物理的構造物 (ハード

ウェア) としてのインフラに限定して話をすす

めていきたい｡ それは, 国土利用という空間か

らの観点が本稿の目的であり, 構造物こそがサー

ビスを生み出し, 国土利用を促進しているから

である｡

次に, インフラそのものの機能に関連する

｢外部経済｣ ついて言及したマーシャル (������������) を紹介し, マーシャル以降の関連す
る文献に触れることで, インフラについての整

理をおこないたい｡ インフラは外部経済 (外部

性) というサービスを提供するために存在して

いるといってよい｡ とくに, 外部性を提供する

公共財 (�����������) との関連を明らかにす
ることは経済学としてインフラを考えるための

基盤となるだろう｡ インフラというとついつい

公的な投資として考えてしまう｡ それは公共財

の役割でもあるが, 公共財もサービスをある程

度排除できるときには私的なサービスとして運

営することが可能となる｡ インフラも同様であ

り, 決して政府や自治体などの公的な投資ばか

りではない｡ 民間の企業によって供給される場

合も多々ある｡ このような点を外部経済から考

えてみたい｡

つまり, インフラとは外部経済を供給してい

る構造物であるという点を二つ目の条件としよ

う｡ 後述するように, その過程には政策として

の何らかの公的な投資や規制が存在しており,

この公的な側面をもってわれわれはインフラと

認識するのであるが, 構造物は土地固定的であ

り, かつ, サービスの到達範囲がサービスの種

類によって規定される｡ 古典ともいえる議論で

はあるが, ここで紹介することは, 未曾有の震

災のなかでインフラを考えるヒントをあたえて

くれると考えている｡��������������������������
マーシャル (����������������～����年) は
今では経済学説史のなかでの存在となっている｡

彼が著した 『経済学原理』 (��������������������������) は, 新古典派経済学における限界革
命の起点となっており, 人物としてはピグー

(����������) やケインズ (�����������) を育
てたという点でも評価されている｡ マーシャル

は 『経済学原理』 のなかでミクロ理論をのべる

とともに, 産業という観点を導入して, よりマ

クロな経済学の構築をめざしている｡

マーシャルの関心は収穫逓増の要因の解明に

あったようだが, 彼は外部性の議論の基本とな

る大きな観点を提起している｡ 内部経済と外部

経済の区分である｡ ｢われわれはある種の財の

生産規模の増大に由来して起こる経済を二つに

区分してさしつかえないように思う｡ 第一は,

産業の全般的発展に由来するものであり, 第二

は, これに従事する個別企業の資源, その組織

とその経営能率に由来するものである｡ 前者を

外部経済, 後者を内部経済と呼んでよかろ

う｡｣１ といっている｡ マーシャルの外部経済は,

大規模生産の利益を分析するため集積の利益を

はじめとして経営にも踏み込んだ分析をおこなっ

ている｡ そのためにマーシャルの外部経済には,

原材料が安価で入手できるという集積の利益も

含めたものとなり, 現在使われている外部経済

とは異なるものである｡
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これ以降のミクロ経済学では不完全競争論に

よる独占・寡占の研究を含めて, ｢市場の失敗｣

という概念で整理統合されることとなる｡ この

時期にベータ (����������) は市場の失敗の議
論の初期に外部経済の概念整理をおこない金額

として評価できる ｢金銭的外部経済 (��������������������������)｣ と価格がわからない ｢技

術的外部経済(������������������������������)｣
という二つの区分で外部経済をまとめた２｡ こ

れ以降, ｢金銭的外部経済｣ については, 市場

で評価できるため外部性の議論から除外される

こととなる｡ 外部経済は, 公共財という ｢技術

的外部経済｣ を提供するサービスに集約され公

共経済学の成立に至る｡ 本稿では, 除外された

｢金銭的外部経済｣ についてもインフラの機能

として存在しており, マーシャルの外部経済に

もどり議論をすすめていきたい｡���������������
では, 技術的な外部経済を提供す公共財とい

う財・サービスはどのようなものを指すのだろ

うか, 市場を経由しないサービス, 市場を形成

できないサービスを提供するものとなる｡ さら

に, 定義としては, 非排他性, 排除不可能性と

いう言葉が使われる｡ 排他性は, 利用者が何人

利用しても個々人が受けるサービスが減少しな

いことであり, 排除不可能性は利用を制限しよ

うとしても利用者が希望すれば誰でも利用でき

ることである｡ つまり, 市場を形成するために

は需要曲線と供給曲線の双方が必要であるが,

供給をどれだけ続けても費用が追加されず, 買

手がほしいと思えばいくらでも手にはいる状態

である｡ この現象の説明についてはミクロ理論

では限界費用がゼロとなっている状態, つまり,

供給曲線がゼロを示し, 価格が形成されない状

態という｡ このときこの公共財を必要とする買

手はすべてただで公共財サービスを入手できる｡

このようなサービスで受ける便益を技術的外部

経済と呼ぶのである｡

公共財の代表的な例は, 灯台, 一般道路, 警

察, 国防などがよくあげられる｡ ただし, 公共

財についてもその利用にコストが発生すること

がある｡ それが混雑現象である｡ 一般道路で交

通混雑が発生したとき, 利用者は渋滞というコ

ストを負担してしまう｡ そのとき, 利用者は,

経費を負担しても優先的に通過したいと考える

だろう｡ 有料バイパスの出現となる｡ 価格ゼロ

が崩壊する (図１参照)｡

さらに, ほとんどの公共財は利用が制限され

ている｡ いわゆる目的外利用の制限である｡ 港

湾はインフラとして認識されているが, 実際の

港湾は誰でもが利用できるものではなく, 利用

制限がなされている｡ たとえば漁港は公的な資

金によって整備されるが, プレジャーボートの

係留は認められていない｡ 漁業者に利用を占有

させている｡ 漁業者だけが, つまり外部経済を
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享受することが可能なのである｡

このような決定は, 経済法則ではなく, 政治・

制度のなかでおこなわれる｡ 制度は法的強制力

をもって公共財の使用を制限できる｡ 利用制限

がなされる公共財はクラブ財と呼ばれる｡ コン

テナ船専用桟橋などは, コンテナ船業者および

コンテナを利用するもののみに享受が許される

インフラとなる｡

ここまで公共財をかなり単純化してのべてき

たが, 現実の公共財は混雑現象とクラブ財的な

側面が混在している｡ しかし, われわれのイン

フラの概念のなかに公共財が含まれることはい

うまでもないだろう｡ もっぱら構造物であり,

国, 自治体から供給される財であり, 財の属性

として, 市場で評価されない便益である技術的

外部経済をもたらすものだからである｡ 生活の

基盤, 産業の基盤として公共財が一翼を担って

いることは疑いない事実である｡����������������
さて, もう一つの外部経済である金銭的外部

経済について考えてみよう｡ 金銭的外部経済は

経済的便益をあたえるという点では技術的外部

経済と同様であるが, 一つ異なるのは, 供給曲

線が価格ゼロで横ばいではないという点である｡

ミクロ理論でいうならば, 限界費用がゼロでは

ないという状態をさす｡ このような財・サービ

スは市場で供給されるのが一般的である｡

関税等で輸入が制限されている場合, すでに

他国で製品化されても, 需要が未発達または供

給にコストがかかるなどの条件があるとき, 市

場で供給されない場合となる｡ 政策的に国産化

をめざすときや, 移動が難しい財・サービスの

場合, または, 需要が採算ベースにいたること

が見込まれないとき, このような財・サービス

に対して, 政策として補助金を支給し, 市場を

形成する｡

このような財・サービスは日本のような産業

政策が強力に産業振興をめざした国では多数の

産業が対象となっている｡ 政策的にさまざまな

補助金が設定され, いわゆるバラマキがなされ

ている｡ これをわれわれはインフラとして認識

しているかどうか疑わしいが, ｢補助金｣ を導

入することではじめて提供可能なものがそれに

あたり, 買手はあきらかに ｢金銭的外部経済｣

を受け取ることになる｡

補助金は明らかに政策的な支出であり, 産業

振興のため, 国民経済のため, 必要であるとい

う前提のもとで公的支出がなされる｡ いわゆる

産業政策であるが, 市場経済を歪めていること

はいうまでもない｡ 極端な場合, 市場が成立し

ないならば, 市場が成立するまで待てばいいわ

けである｡ ところが, 産業政策という面で考え

るならば, 国内産業を維持, 成長するために必

要な補助と判断される｡ 日本のような欧米追従

型の産業政策をとってきた国においては広範な

製品に補助金が含まれている｡ コメでさえ補助

金によって生産されているわけであり, われわ

れや金銭的な外部経済を享受しているなどは意

識しない｡ つまり, われわれは補助金をインフ

ラとして意識していないわけである｡ これを厳

密に制度としてのインフラといえなくはないが,

本稿におけるインフラの条件である構造物とし

てのインフラからすると遠いものといってよい

だろう｡�������������
さて, 補助金と違って, インフラとしてもっ

ともわれわれのイメージに近いのが公益事業で

ある｡ 我が国では公益事業は労働関係調整法第
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八条で規定されたものと考えてよいだろう｡ 一

運輸事業, 二 郵便, 信書便または電気通信

の事業, 三 水道, 電気又はガスの供給の事業,

四 医療又は公衆衛生の事業, とされている｡

これを公益事業の定義とするとしても, もうひ

とつ我が国では地方財政法施行令第三十七条で

の公営企業十三事業の定義, および, 地方公営

企業法での七事業の定義がある｡ 地方公営企業

法での事業をあげると, 一 水道事業, 二 工

業用水道事業, 三 軌道事業, 四 自動車運送

事業, 五 鉄道事業, 六 電気事業, 七 ガス

事業, となっている｡ 本稿では労働関係調整法

の定義をとることにしよう｡

そもそも公益という言葉が問題となろうが,

公益事業である電気, ガス, 水道, 公共交通,

電話等は初期投資が巨額であり, 地域における

独占を認めた方が費用面で効率的である｡ これ

は平均および限界費用曲線が逓減しつづけると

いう状態となる｡ 経済合理的な独占であり, こ

れを自然独占という｡ 利潤を追求する企業は独

占であるために, いわゆる独占価格が形成され

る｡ これでは効率性は独占利潤として企業に帰

属するため, 独占を認めるかわりに, 価格に関

しては許認可制度がもうけられている｡ 公的に

価格を引き下げるため, 消費者は金銭的な外部

経済を受け取ることになる｡

さらに, 公益事業に対しては, 設備投資等に

補助金が支出される場合が多々ある｡ 補助金で

なくとも, 電力会社に対する総括原価方式によ

る価格設定などの特例がある｡ これは制度とし

て認められた優遇策であり, 政策に合致した規

模拡大投資をおこなう企業に補助金を上回る大

きな利益を提供してきたことはいうまでもない｡

つまり決してつぶれない企業というわけである｡

郵政改革などの構造改革の背景には, このよ

うな公益事業に対する規制を撤廃し, 競争圧力

で効率化させるというものであった｡ 固定費用

部分の負担がレンタルまたは事業分割により軽

くなり, 費用曲線がより下方にシフトしたため,

新規に参入可能となり, 一地域に複数の企業が

存在できる状態になったというのが現実的な結

果であろう｡ 自然独占から自然寡占へ, 地域独

占から地域寡占に移行したのが構造改革だった

といえよう｡ もちろん, 競争圧力により, 公的

な価格規制がゆるやかになったかもしれないが,

寡占企業を生み出したのは事実である｡ 電話事

業, 郵政事業, すべて寡占市場が形成されたと

いうことができよう｡ しかし, どちらにしても,

多額の固定費用を基盤としているため, 限界費

用は逓減するわけであり, 企業としては規模が

拡大する傾向を防ぐことはできないのである｡

許認可制度により, 低価格で財・サービスを提

供され, われわれは金銭的外部経済を受け取っ

ている｡ そういう意味では本稿のインフラの条

件が公益事業にあてはまる｡

これまでの議論をまとめると表一のようにな

るだろう｡ 外部経済からみると, 技術的外部経

済を提供する公共財, 金銭的外部経済をもたら

す公益事業の二つがインフラということになる｡

また, これはわれわれのインフラのイメージに

近いものだといえよう｡
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技術的外部経済 公共財
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今まで, インフラについてその属性を考えて

きた｡ しかし, 国土利用論という本稿の課題を

考察するためには, ｢空間｣ という側面でイン

フラを捉え直さなければならない｡ とりわけ,

インフラを利用する側の実態に即して把握しな

ければならないだろう｡ これは先ほどの表一の

区分をさらに目前にあるインフラに近づける作

業になる｡

この財・サービスを提供する形態は,｢公共施

設立地論 (������������������������������)｣３
で分析がすすんでいる｡ 配達財 (��������������) と集客財 (��������������) という財・
サービスの提供形態による区分である｡ 配達財

は, 財・サービスが消費者まで配達される財・

サービスである｡ 一方, 集客財は, ある地点に

施設があり, そこに利用者が出向いて財・サー

ビスを消費する｡

このような財・サービスの移動については経

済地理学, とくに産業立地論の一分野である中

心地論と関係が深い｡ 中心地論は, 財・サービ

スがある地点から供給されるときに, 他の競合

相手企業等が次に立地する点はどこかというよ

うな設定から成り立っている｡ 複数の企業が空

間に分布している買手を分割し, 市場圏を形成

していくというものである４｡

中心地論で市場圏を形成する主な因子は, 財・

サービスを消費される地点まで運ぶための送料,

または, 財・サービスが提供される中心地まで

消費者が移動するためのの交通費である｡ この

費用が価格に上乗せされてはじめて取引が成立

するため購買可能な買手が存在するエリアが確

定される｡ 結果として, 競合相手が立地できる

余地が生まれる｡ つまり, 買手が分布する空間

は企業によって分割され, 企業間の競争により

規則正しく市場圏が形成されていく｡ 送料また

は交通費が市場圏をつくりあげるわけである｡

しかし, 財・サービス, とくに財の場合, 送料

をどちらが負担するのかというのは売手である

企業の判断や競争の条件となるので, 中心地論

では送料と交通費の問題は同一視することで一

般化されている｡

さて, インフラの場合, 公的な供給または公

的に制限された財・サービスとなるため, 送料・

交通費の負担がない場合もある｡ 供給側が政府・

自治体等の公的な主体が全面的に負担するとき,

送料・交通費問題は存在しない｡ 他方, インフ

ラであっても利用者が送料・交通費を負担する

ならば, 中心地論のような供給限界が生まれる｡

これを表一の公共財と公益事業との区分をもと

にして考えてみよう｡������� ����������
まず, 公共財は, 技術的外部経済を利用者へ

提供し, 利用者が存在するエリア全体にサービ

スをもたらす｡ よく例としてあげられる国防・

警察などはこれに該当するだろう｡

公共財は施設から発生するサービスを提供す

るために施設が建設される｡ 供給されるのはサー

ビスであっても技術的外部経済をであり, そこ

には送料が発生しない｡ 施設が存在するだけで,

サービスが提供される｡ いわゆる海軍の抑止力
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でいわれる������������があてはまるだろう｡
このようなサービスはすべての利用者に配達さ

れるということになる｡ むしろ, 個人的には拒

否できなく配達されてしまうという逆説もなり

たつのである｡

ところが, 公共財でも交通費が必要となる場

合がある｡ サービスの到達範囲が狭いケースで

ある｡ たとえば, 灯台や道路の場合であるが,

利用するためには, そのサービスが到達するエ

リアまで移動しなければならない｡ つまり, 利

用には交通費が発生する｡ 特定のエリアにはサー

ビスが配達されるのであるが, そのエリアまで

移動することが必要となるわけである｡ 公共財

から発生するサービスの到達空間の広さの問題

である｡

ただし, この想定は少々現実的ではない｡ 次

に述べる公共財で集客財の場合とも関連するが,

交通費をかけて移動しても特定の公共財のサー

ビスが必要ならば, そもそもそのような地域に

居住すること自体が矛盾するし, 政府自治体が

そのようなサービスが到達しない地域を形成し

てしまったことが問題となるだろう｡ 先ほどの

例である灯台にしても道路にしても一つの公共

財では到達する範囲が限られるが, 現実は複数

の連続する公共財でサービスがとぎれることの

ないように提供されている｡

どちらにしても, 公共財で配達財の場合は,

送料は問題とならない｡������� ����������
公共財で集客財は役所, 公園, 学校や市民会

館等があてはまる｡ 利用者は交通費を自己負担

してはじめてサービスを消費できる｡ ただし,

施設に到達すれば, 公共財としての特徴である

非排他性と排除不可能性がある程度確保される｡

消費者による交通費の負担は, たとえ集客財

の利用が無料であっても, 経済的負担を強いる

ものとなり, 利用者は提供される便益と交通費

をバランスにかける｡ 当然のように, 交通費が

上回る場合, 公共サービスの空白地帯が生まれ

る｡ そこで, 到達空間に限界がある公共財・配

達財のケースと同じことが自治体等によりなさ

れている｡ つまり, 複数の施設を配置して公共

サービスの空白をなくしていく措置である｡

さらにいうならば, 類型Ｉ・配達財の場合で

極端にサービスの到達範囲が狭いケースともい

うことができよう｡ もっとも, 到達範囲が狭い

市民会館のような場合施設という構造上利用者

の収容上限があり, 混雑現象も発生する｡ この

ような施設は, サービスの提供側がコストをか

けるならば利用者を排除できるし, また施設の

構造上排除が可能となり, 施設利用料金を課す

ことができるのである｡ 例えば, 劇場は民間か

ら供給可能ともなる｡ それを決定づけるのは提

供するコンテンツの質の高さに基づく高額の入

場料と購買できる高所得層が常時存在するのが

条件となる｡ このような集客財が民間供給とな

るのは, 大都市圏に限られており, これをわれ

われは都市機能などと呼んでいる｡ 地方都市で

は成立するのは難しい｡

このように類型Ⅱは集客財としての複数の立

地とならざるを得ないし, 一部は条件さえ揃え

ば民間供給も可能となる｡ 交通費は利用者が負

担することには変わりがなく, 地域を限定しな

がらサービスの供給がなされる｡������� ����
公益事業は膨大な設備投資が必要であるとい

う一つの特徴がある｡

設備投資が必要という側面だけに限るならば,
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自動車産業や鉄鋼業などの産業も同じであり,

もう一つの特徴である配達のために膨大な設備

投資が必要であるという条件も必要となる｡ こ

のために公益事業は配達財といってよい｡

この結果, 中心地からメッシュ状に配達網が

形成されていき, 一方向のネットワークを形成

するものがある｡ 電気・水道・下水道・都市ガ

スなどは, すべてこの特徴を備えており, 消費

者の居住地まで財が配送される｡ ひとたびエリ

アが獲得された場合, 他社が配達網をつくりあ

げるのは難しい｡ したがって, 地域独占が生ま

れ, 独占的な価格が形成される｡ これに対して

規制がおこなわれてきたことは前述した｡ 発電

所, ガスタンク, ダム・浄水場などの供給能力

によって, 供給には自ずから限界または最適配

送規模があり, これが到達範囲を形成するので

ある｡

震災後, 電力事業の分割に対する議論が出て

いる｡ これは発電事業と配電事業とを分割し,

競争を促すというものである｡ 地域独占を成立

させる配送網と生産拠点を分離することで, 地

域内に複数の生産拠点を存立させ, 競争を導入

し, 効率をあげるというものである｡����������������
公益事業のなかでも双方向ネットワークを形

成する産業がある｡ これらは独自の発展形態を

とる｡ 運輸・通信産業は双方向ネットワークを

形成し, そのうえ, 外部性も発生させている５｡

例えば, 電話の場合, 新しい加入者は, すべて

の既加入者と電話ができることになり, ネット

ワーク加入者が多いほど多数の人と通話できる

ようになり, 新規加入者は技術的な外部経済を

獲得できる｡ つまり, 新規加入者はすでに加入

者が多いネットワークに加入することでより多

くの便益を獲得する｡ ネットワークが巨大化す

ることが属性なのである｡

また, 宅配便の場合においても, 集配達エリ

アを拡大することによって, 新規の利用可能な

顧客を獲得し, 既存のエリアに居住する利用者

に外部経済を提供する｡ この外部経済の存在に

より, 双方向ネットワークを形成する産業は,

その到達範囲を拡大するという属性をもってい

る｡

また, 郵便事業も双方向ネットワークの一つ

である｡ しかし, 郵便局またはポストによる発

送を前提とし, 不十分な双方向ネットワークを

形成している｡ 郵便事業が, 集配達双方をおこ

なう宅配便にとって代わられたのは当然の結果

であろう｡

このように, 公益事業の場合, 配達財である

が, その配達範囲は一方向ネットワークの場合

は限定的なものとなり, 双方向ネットワークの

場合は全国規模に拡大していく｡�����������������������
これまでの議論をふりかえると, インフラを

めぐる政策や制度に関して一つの傾向が見出せ

る｡ それは外部経済からみて, 金銭的外部経済

への制度等による誘導であり, 料金などの形で

利用者または提供者に金銭的な外部経済を与え

ている｡

これを前述の類型でみてみよう

類型Ⅰ：公共財・配達財の場合, 公共財とし

て技術的外部経済を提供し, 混雑現象も発生し

ない｡ この場合は, 政策的な誘導はない｡
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類型Ⅱ：公共財・集客財の場合は混雑現象の

発生が見込まれるために, 制度等で利用制限が

なされる｡ これによって, 技術的な外部経済か

ら金銭的外部経済への移行が促される｡ 金銭的

外部経済であるゆえに, 料金徴収が可能となる

わけである｡ サービスを提供する自治体等が

｢受益者負担｣ という名目のもと料金を徴収す

るわけである｡ これは一見公正であるようにみ

えるが, 供給が制限されていること自体が問題

なのであることは昨今の議論ではあまり注目さ

れていない｡ とにかく, 類型��の場合は, 金銭
的な外部経済がもたらされるように誘導されて

いる｡

類型Ⅲ：公益事業の場合は, より複雑な様相

を示している｡ 第１段階としては, 地域独占を

阻止するために, 公共料金制度により規制がな

される｡ とくに料金に関しては独占価格から引

き下げられるために, 利用者には金銭的外部経

済がもたらされる｡ それは独占利潤の配分とい

う意味をもつ公共政策の一環としておこなわれ

る｡

ところが, 公益事業のうち, 双方向ネットワー

クを形成する事業については, 前述のように加

入者の外部性等で技術的外部経済が発生する｡

これに対して第２段階としては, 新規加入者が

増え続けることにより, 既存の加入者は便益を

受ける｡ したがって, 加入料金を引き下げて新

規加入者を増やした方が健全な判断となるだろ

う｡ 既存の加入者の便益の一部を加入料金の補

填に使われるわけであり, ある意味, 技術的外

部経済と金銭的外部経済への移行ということに

なる｡ つまり, 双方向ネットワーク型の公益事

業については, 技術的外部経済を金銭的外部経

済に変換する企業の価格設定がなされるという

ことである｡

このような特徴をまとめると図３のようにな

る｡ つまり, われわれがインフラとして認識し

ているものは, 純粋公共財を除き, すべて公共

財であれ, 公益事業であれ, 金銭的外部経済を

もたらすように政策的・制度的に誘導されてい

るものということができる｡ これは, �萩野 誠������の概念整理から一歩踏み出したものといっ
てよいだろう｡

だからといって, �宮本憲一������で描かれ
たような一方的な社会資本論とも異なる｡ つま

り, 本稿で示したのは, 公共財・公益事業とい

うものが, 政策的に金銭的外部経済をもたらす

ように, 誘導されているということであり, こ

れをもって, インフラと呼ぶということである｡

インフラと呼ばれるものは, 構造物であるが,

そのままではインフラとはならない｡ 政策が関

与してはじめてインフラとなるわけである｡����������������
本稿には, インフラ概念を整理することによ

り, 東日本大震災や鹿児島県奄美群島の水害等

の災害復興に寄与できるのではないかという目

的があった｡ これまで論じてきたことは, イン

フラの本質を金銭的外部経済にもとめてきたが,

災害復興等では金銭的外部経済以上に技術的外

部経済が第一に求められるというプライオリティ

があることはいうまでもない｡ 特定の個人・企

業に与えられる金銭的外部経済よりも, あまね

く住民にサービスが行き渡る ｢純公共財｣ が第

一に整備されるものとなる｡

次に, クラブ財的なものはなるべく制限を取っ

払い, むしろ, 大量に提供することで特定の個

人・企業の利益にならないようにすることが肝

要となる｡ 仮設住宅などはこれにあたるだろう｡
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さらに, ライフラインともいわれる公益事業

については, 金銭的外部経済をひろくいきわた

らせるために末端までのネットワークの復旧が

必要であり, 分断されたネットワークが双方向

であればあるほど, 復興の過程で技術的な外部

経済を住民に与えることが必要となろう｡

このように, 本稿でのインフラの検討は今後

の地域経済, 土地利用論等を論じるベースとな

ると考えてよいだろう｡
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